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2020 年 7 月 31 日 

各   位 

会社名   トナミホールディングス株式会社 

代表者名   代表取締役社長 綿貫 勝介 

                                         （コード番号 ９０７０ 東証第 1 部） 

お問合せ先 専務取締役     髙田 和夫 

（ＴＥＬ   0766 - 32 - 1850） 
 

 

新生倉庫運輸㈱の株式取得に伴う連結子会社化のお知らせ 
 

当社は、新生倉庫運輸株式会社(以下、「当該会社」という)の発行済株式総数の 67%を既

存株主から取得する(以下、「本件」という)株式譲渡契約・締結を決議し、当該会社を連結

子会社とすることと致しましたので、お知らせいたします。 
 

記 

１．株式取得の理由 

⑴ 当社グループは、現在、第 21 次・中期経営 3 ヶ年計画(2018.4.1～2021.3.31)の最

終年度の取組みに邁進しており、働き方改革を経営の中心に据え、事業の継続的成長

の一環とする「業務資本提携や M&A」の積極的な展開を目指しています。 
 

⑵ 当該会社は、主に中国エリア(広島・岡山・山口)で、食品やメーカー系の物流を強み

として、物流サービスの展開をはかっています。 
 

今後、当社グループは、拠点運営に関わるノウハウを基盤とした 3PL 事業の効率的

かつ機動的な業務システムの提供や、実運送業者としての輸配送機能を発揮すること

により、当該会社の業容の一層の拡大が期待されることから、本件株式を取得するこ

とと致しました。 
 

⑶ 今回の当該会社の連結子会社化を機に、グループインフラの利活用をはじめとする経

営資源の連携や情報システムの共有など協業化を進め、生産性の拡大をはかることに

より、更なる企業価値の向上に取り組んでまいります。 
 

２．異動する当該会社の概要 
⑴商号 新生倉庫運輸株式会社 

⑵所在地 広島市南区西蟹屋 3 丁目 3 号 26 番 

⑶代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石 井  宏 

⑷主たる事業   普通倉庫業・冷蔵・定温倉庫業、一般貨物自動車運送事業、貨物取扱事業、 

損害保険代理業など。 

[事業所] 広島県内(4)、岡山県内(3)、山口県内(1)   (8 拠点) 

⑸資本金 12 百万円 

⑹設立年月日 1947 年 11 月 25 日 

⑺株主 個人株主・数十名 

⑻当社と当該会社の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

⑼当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状況               (金額単位:百万円) 

決算期 2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 

純資産 3,621 3,698 3,633 

総資産 1,125 1,035 1,080 

営業収益 4,449 4,512 4,361 
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３．株式取得の相手先の概要 
⑴氏名 個人株主・複数 ※1 

⑵所在地 主として広島県内 

⑶当社と当該・個人の関係 当該個人は、当社の関連当事者には該当致しません。 

※1株式取得の相手先である個人との守秘義務により、公表を控えさせていただきます。 
 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 
⑴異動前の所有株式数 ０株  (議決権の数:0 個、議決権所有割合:0%) 

⑵取得株式数 160,850 株  (議決権の数:160,850 個) 

⑶異動後の所有株式数 160,850 株  (議決権の数:160,850 個、議決権所有割合:67.0%) 

(註)   取得価格につきましては、第三者機関による財務・法務ﾃﾞｭｰﾃﾞｨﾘｼﾞｪﾝｽの結果を勘案し決定しており、 

当事者間の守秘義務により非開示とさせていただきます。 
 

５．日程 
⑴取締役会決議 2020 年 7 月 31 日 

⑵株式譲渡契約締結 2020 年 7 月 31 日 

⑶株式譲渡実行日 2020 年 7 月 31 日 
 

６．代表者の異動等について 

🔳 8 月末の臨時株主総会で、新役員選任・その後の取締役会にて新代表就任予定です。 
氏     名 新 役 職 名 旧 役 職 名 

石
いし

  井
い

   宏
ひろし

 退任 代表取締役社長 

明
みょう

   宗
むね

  寅
とら

 代表取締役社長 
トナミ第一倉庫物流株式会社 ※2 

 代表取締役社長  

  ※2 トナミホールディングス㈱の事業子会社 

[トナミ第一倉庫物流株式会社(名古屋市港区砂美町 128 番地)] 
 

(注) なお、商号につきましては、当該会社の事業運営に関する独自性も尊重し、変更はござ 

いません。 
 

７．今後の見通し 

🔳 本件が、2021 年 3 月期・連結業績に与える影響は軽微と見られますが、今後公表す

べき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

  

 

 

以上 

 


